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賃金課税統計 - 日本 
労働所得に対する課税 

「税のくさび」(tax wedge) とは、労働所得に対して課され、被雇用者と雇用主が支払う税金の尺度である。 
 

 労働所得に対する税のくさび  
 個人所得税+被雇用者と雇用主の社会保障負担金（SSC） - 家族手当  
 労務費総額（総賃金+雇用主の SSC）  

単身労働者 

日本の平均的な単身労働者に対する税のくさびは、2017 年の 32.5%から、2018 年には 0.1 ポイント上昇し、32.6%となった。 2018 年の OECD の

税のくさびの平均値は 36.1%であった（2017 年は 36.2％）。2018 年の日本の税のくさびは、OECD 加盟 36 カ国の中で 26 番目に低かった。これは

2017 年と同じ順位である。 

» 日本では、所得税および雇用者の社会保障拠出金は、税のくさびの総額の 62％を占めている。これに対し、OECD 全体の平均値は 77％である。 

税のくさびの平均値：子供のいない平均的な単身労働者の場合 

 
 
有業人員 1 名の夫婦と子供 2 人の世帯 
ほとんどの OECD 諸国では、子供手当を現金と優遇税制によって支給しているため、子供のいる労働者の税のくさびは、収入が同じで子供のいない労働 
者よりも低くなる可能性がある。 

子供が 2 人いる平均的な既婚労働者に対する税のくさびに関する 2018 年の統計では、OECD の平均値が 26.6％なのに対し、日本は 27.4％で

18 番目に高い国となっている。2017 年は第 19 位を占めていた。 

子供に関する給付および税制によって、平均的な単身労働者よりも、子供のいる労働者の税のくさびが低下する傾向にある。2018 年の日本の低下率

は 5.2 ポイントと、OECD 平均の 9.5 ポイントより少なかった。 

税のくさびの平均値：有業人員 1 名で平均的な収入のある夫婦で子供が 2 人の世帯 

 

雇用主 SSC 被雇用者 SSC 現金給付 所得税 税のくさびの平均値（％） 

OECD 平均値は 36.1％ 

雇用主 SSC 被雇用者 SSC 現金給付 所得税 税のくさびの平均値（％） 

OECD 平均値: 26.6％ 
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2000 年～2018 年の税のくさびの傾向 

日本の平均的な単身労働者に対する税のくさびは、2000 年の 29.8％から、2018 年には 2.8 ポイント上昇し、32.6％となった。同期間中、OECD 全

体の税のくさびの平均値は、37.4％から 1.3 ポイント低下し、36.1％となった。 

日本の平均的な単身労働者に対する税のくさびは、2009 年以降、3.4 ポイント上昇している。この期間における OECD 全体の平均的な単身労働者

の税のくさびの上昇率は、0.6 ポイントであった。 
単身労働者に対する税のくさび（平均値）の変化 

 
 
労働所得に対する被雇用者負担税 

被雇用者負担平均純税率は、被雇用者が労働所得に対して直接支払う純税額の尺度である。 

 従業員負担平均純税率  
 被雇用者の個人所得税+被雇用者の社会保障負担金 - 家族手当  

 総賃金  

日本の平均的な単身労働者が支払う純税率（2018 年）は 22.3％であったのに対し、OECD 平均率は 25.5％であった。すなわち日本では、平均的

な単身労働者の諸手当を含めた税引き後手取り額は、総賃金の 77.7％であった。これに対し、OECD の平均値は 74.5％となっている。 

子供に関する手当や税制を考慮した場合、子供が２人いる日本の平均的な既婚労働者の被雇用者負担平均純税率（2018 年）は、16.3％に低下

した。これは OECD 全体で見ると、15 番目に高い数値である（OECD 平均値は 14.2％）。これは、日本で子供が 2 人いる平均的な既婚労働者の

諸手当を含めた税引き後手取り額は、総賃金の 83.7％であることを意味する。これに対し、OECD の平均値は 85.8％となっている。 
従業員負担平均純税率 
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OECD: 36.1％ 

日本: 32.6％ 

単身労働者 有業人員 1 名の夫婦と子供 2 人の世帯 

OECD 平均、単身者: 25.5% 

OECD 平均、既婚者: 14.2％ 
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